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工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

17 同規則第42条第

１項の規定による

工期の短縮の要求

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長
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務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

18 同規則第42条第

２項の規定による

通常必要とされる

工期に満たない工

期への変更の要求

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円
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以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区
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域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

19 同規則第42条第

３項の規定による

請負代金の変更及

び必要な負担の決

定

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの
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(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

20 同規則第43条の

規定による請負代

金の額の変更の決

定

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設 ○

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

21 同規則第45条第

５項の規定による

費用の負担の協議

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円
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未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務
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中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

22 同規則第48条第

２項の規定による

天災その他の不可

抗力による損害の

状況の調査及び確

認

(一) 営繕費に係 ○

る本庁舎等の工

事に係るもの

(二) (一)以外の

もの

(１) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長

頭総合事務所

の所管区域に

係るもの

(２) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所管 所長

区域に係るも

の

(３) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長

野総合事務所

の所管区域に

係るもの

23 同規則第49条第

１項の規定による

設計図書の変更の

決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事
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務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

24 同規則第52条第



- 99 -

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第40号

１項（同規則第56

条第２項において

準用する場合を含

む。）の規定によ

る工事の完成検査

の委託（一般競争

入札又は指名競争

入札の執行に係る

事務を除く。）

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の
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(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

25 同規則第57条第

１項の規定による

工事目的物の使用

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長
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務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

26 同規則第57条第

３項の規定による

必要な費用の負担

の決定

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○
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設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの

ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務
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所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

27 同規則第58条第

１項の規定による

かしの修補及び損

害の賠償の請求

(一) 著しく重大

なかしに係るも

の

(１) 請負対象 ○

設計金額が５

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象 ○

設計金額が５

億円未満の工

事に係るもの

(二) (一)以外の

もの

(１) 営繕費に ○

係る本庁舎等

の工事に係る

もの

(２) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長

頭総合事務所

の所管区域に

係るもの

(３) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所管 所長

区域に係るも

の

(４) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長

野総合事務所

の所管区域に

係るもの

28 同規則第59条第

２項（同規則第56

条第２項において

準用する場合を含

む。）の規定によ

る請負代金の支払

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に
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係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

29 同規則第60条第

２項の規定による

前金払に係る認定

(一) 営繕費に係 ○

る本庁舎等の工

事に係るもの

(二) (一)以外の

もの

(１) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長

頭総合事務所

の所管区域に

係るもの

(２) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所管 所長

区域に係るも

の

(３) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長

野総合事務所

の所管区域に

係るもの

30 同規則第61条第

２項の規定による

請負代金の前金払

(一) 請負対象設 ○
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計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

31 同規則第66条第

１項の規定による

工事の出来形部分

等の確認

(一) 営繕費に係 ○

る本庁舎等の工
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事に係るもの

(二) (一)以外の

もの

(１) 東部総合 ○ 東部総合事務

事務所及び八 所長

頭総合事務所

の所管区域に

係るもの

(２) 中部総合 ○ 中部総合事務

事務所の所管 所長

区域に係るも

の

(３) 西部総合 ○ 西部総合事務

事務所及び日 所長

野総合事務所

の所管区域に

係るもの

32 同規則第66条第

４項の規定による

請負代金の部分払

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの
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ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

33 同規則第67条第

１項の規定による

請負代金の代理受

領の承認

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務
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総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

34 同規則第69条第

１項及び第70条第

１項の規定による

請負契約の解除

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が５億円

未満の工事に係

るもの

(１) 請負対象 ○

設計金額が２

億円以上の工

事に係るもの

(２) 請負対象

設計金額が２

億円未満の工

事に係るもの

イ 建築工事

に係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ロ 設備工事

に係るもの

(イ) 請負 ○

対象設計

金 額 が

6,000万円

以上の工

事に係る

もの

(ロ) 請負

対象設計

金 額 が

6,000万円

未満の工

事に係る

もの
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ａ 営繕 ○

費に係

る本庁

舎等の

工事に

係るも

の

ｂ ａ以

外のも

の

(ａ) ○ 東部総合事務

東部 所長

総合

事務

所及

び八

頭総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

(ｂ) ○ 中部総合事務

中部 所長

総合

事務

所の

所管

区域

に係

るも

の

(ｃ) ○ 西部総合事務

西部 所長

総合

事務

所及

び日

野総

合事

務所

の所

管区

域に

係る

もの

35 同規則第72条第

１項の規定による

請負代金の支払

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所
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管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

36 同規則第72条第

７項の規定による

物件の処分等の決

定

(一) 請負対象設 ○

計金額が５億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上５億円未満

の工事に係るも

の

(三) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務
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総合事務 所長

所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

37 同規則第72条の

３第１項の規定に

よる追加技術者の

配置の要求

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長
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所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

38 同規則第72条の

５第１項の規定に

よる工事現場の施

工体制に係る実態

調査の実施

(一) 請負対象設 ○

計金額が２億円

以上の工事に係

るもの

(二) 請負対象設

計金額が２億円

未満の工事に係

るもの

(１) 建築工事

に係るもの

イ 営繕費に ○

係る本庁舎

等の工事に

係るもの

ロ イ以外の

もの

(イ) 東部 ○ 東部総合事務

総合事務 所長

所及び八

頭総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(ロ) 中部 ○ 中部総合事務

総合事務 所長

所の所管

区域に係

るもの

(ハ) 西部 ○ 西部総合事務

総合事務 所長
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所及び日

野総合事

務所の所

管区域に

係るもの

(２) 設備工事

に係るもの

イ 請負対象 ○

設計金額が

6,000万円以

上の工事に

係るもの

ロ 請負対象

設計金額が

6,000万円未

満の工事に

係るもの

(イ) 営繕 ○

費に係る

本庁舎等

の工事に

係るもの

(ロ) (イ)

以外のも

の

ａ 東部 ○ 東部総合事務

総合事 所長

務所及

び八頭

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

ｂ 中部 ○ 中部総合事務

総合事 所長

務所の

所管区

域に係

るもの

ｃ 西部 ○ 西部総合事務

総合事 所長

務所及

び日野

総合事

務所の

所管区

域に係

るもの

東一 鳥取県宿１ 東京都に所在す ○

京 舎管理規則 る宿舎に係る事務

本 （昭和57年 （同規則第11条第

部 鳥取県規則 １項又は第２項の

第24号）に 規定による宿舎又

基づく知事 は駐車場に係る貸

の権限に属 付料の決定を除

する事務 く。）

関一 鳥取県宿１ 大阪府に所在す ○

西 舎管理規則 る宿舎に係る事務

本 に基づく知 （同規則第11条第

部 事の権限に １項又は第２項の

属する事務 規定による宿舎又

は駐車場に係る貸

付料の決定を除

く。）

名一 鳥取県宿１ 愛知県に所在す ○

古 舎管理規則 る宿舎に係る事務

屋 に基づく知 （同規則第11条第

本 事の権限に １項又は第２項の

部 属する事務 規定による宿舎又

は駐車場に係る貸

付料の決定を除

く。）

統一 統計法１ 同法第24条第１ ○

計 （平成19年 項の規定による統

課 法律第53 計調査の実施の届

号）に基づ 出

く知事の権

限に属する

事務
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二 統計法施１ 同令別表第１、 ○

行令（平成 別表第２、別表第

20年政令第 ４及び別表第５に

334号）第 掲げる都道府県知

４条の規定 事が行う事務

により知事

の権限に属

するものと

された事務

三 鳥取県統１ 同条例第４条の ○

計調査条例 規定による報告の

（昭和25年 徴取

鳥取県条例

第７号）に２ 同条例第５条第 ○

基づく知事 １項の規定による

の権限に属 調査員の任免

する事務

３ 同条例第５条第 ○

２項の規定による

調査員への指揮監

督

４ 同条例第６条第 ○

１項の規定による

立入検査等の実施

５ 同条例第８条の ○

規定による県統計

調査の結果の公表

６ 同条例第９条第 ○

１項の規定による

二次利用の承認

７ 同条例第９条第 ○

２項の規定による

二次利用に係る公

表

８ 同条例第10条第 ○

１項及び第11条第

１項の規定による

統計の作成等の承

認

９ 同条例第10条第 ○

２項及び第11条第

２項の規定による

統計の作成等に係

る公表

四 鳥取県統１ 同規則第９条の ○

計調査条例 規定による調査票

施行規則 の指定

（平成12年

鳥取県規則２ 同規則第32条第 ○

第20号）に １項の規定による

基づく知事 利用実績報告書の

の権限に属 受理

する事務

３ 同規則第32条第 ○

２項の規定による

目的外利用の同意

４ 同規則第33条の ○

規定による利用実

績報告書の公表

協一 特定非営１ 同法第10条第１ ○ 総合事務所長

働 利活動促進 項の規定による特

連 法（平成10 定非営利活動法人

携 年法律第７ の設立の認証

推 号）に基づ

進 く知事の権２ 同法第10条第２ ○ 総合事務所長

課 限に属する 項（同法第25条第

事務 ５項及び第34条第

５項において準用

される場合を含

む。）の規定によ

る認証の申請に係

る公告

３ 同法第25条第３ ○ 総合事務所長

項の規定による定
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款の変更の認証

４ 同法第31条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による特

定非営利活動法人

の解散の認定

５ 同法第32条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による残

余財産の譲渡の認

証

６ 同法第34条第３ ○ 総合事務所長

項の規定による特

定非営利活動法人

の合併の認証

７ 同法第41条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による業

務若しくは財産の

状況に関する報告

の徴収又は立入検

査の実施

８ 同法第42条の規 ○ 総合事務所長

定による特定非営

利活動法人に対す

る改善命令

９ 同法第43条第１ ○ 総合事務所長

項及び第２項の規

定による特定非営

利活動法人の設立

の認証の取消し

二 鳥取県非１ 同規則第７条第

営利活動促 ３項に規定する閲

進法施行細 覧を行わない日の

則（平成10 指定

年鳥取県規 (一) 協働連携推 ○

則第44号） 進課の所管に係

に基づく知 るもの

事の権限に (二) (一)以外の ○ 総合事務所長

属する事務 もの

２ 同規則第７条第

４項の規定による

閲覧の中止の命令

(一) 協働連携推 ○

進課の所管に係

るもの

(二) (一)以外の ○ 総合事務所長

もの

青 略 青 略

少 少

年 年

・ ・

文 文

教 教

課 課

統一 統計法１ 同法第24条第１ ○

計 （平成19年 項の規定による統

課 法律第53 計調査の実施の届

号）に基づ 出

く知事の権

限に属する

事務

二 統計法施１ 同令別表第１、 ○

行令（平成 別表第２、別表第

20年政令第 ４及び別表第５に

334号）第 掲げる都道府県知

４条の規定 事が行う事務

により知事

の権限に属

するものと

された事務

三 鳥取県統１ 同条例第４条の ○

計調査条例 規定による報告の

（昭和25年 徴取

鳥取県条例

第７号）に２ 同条例第５条第 ○
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基づく知事 １項の規定による

の権限に属 調査員の任免

する事務

３ 同条例第５条第 ○

２項の規定による

調査員への指揮監

督

４ 同条例第６条第 ○

１項の規定による

立入検査等の実施

５ 同条例第８条の ○

規定による県統計

調査の結果の公表

６ 同条例第９条第 ○

１項の規定による

二次利用の承認

７ 同条例第９条第 ○

２項の規定による

二次利用に係る公

表

８ 同条例第10条第 ○

１項及び第11条第

１項の規定による

統計の作成等の承

認

９ 同条例第10条第 ○

２項及び第11条第

２項の規定による

統計の作成等に係

る公表

四 鳥取県統１ 同規則第９条の ○

計調査条例 規定による調査票

施行規則 の指定

（平成12年

鳥取県規則２ 同規則第32条第 ○

第20号）に １項の規定による

基づく知事 利用実績報告書の

の権限に属 受理

する事務

３ 同規則第32条第 ○

２項の規定による

目的外利用の同意

４ 同規則第33条の ○

規定による利用実

績報告書の公表

男 略 男 略

女 女

共 共

同 同

参 参

画 画

推 推

進 進

課 課

情一 電子署名１ 同法第17条第１ ○

報 に係る地方 項の規定による失

政 公共団体の 効情報等の提供を

策 認証業務に 求める届出の受理

課 関する法律

（平成14年２ 同法第17条第４ ○

法律第153 項の規定による提

号）に基づ 供を行うに当たっ

く知事の権 て合意しておくべ

限に属する き事項についての

事務 取決めの締結

３ 同法第29条第１ ○

項の規定による認

証業務情報の開示

請求の受理

４ 同法第29条第２ ○

項の規定による認

証業務情報の開示
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５ 同法第30条第２ ○

項の規定による期

限内に開示をする

ことができない理

由及び開示の期限

の通知

６ 同法第31条第１ ○

項の規定による調

査及び内容の訂正

等

７ 同法第31条第２ ○

項の規定による訂

正等を行った旨の

通知

８ 同法第34条第１ ○

項の規定による認

証事務の委託

９ 同法第34条第６

項の規定による発

行手数料等の額の

承認

(一) 額の変更を ○

伴うもの

(二) (一)以外の ○

もの

10 同法第38条第１ ○

項の規定による認

証事務を行わせる

こととした旨の総

務大臣への報告及

びその旨の公示

11 同法第38条第２ ○

項の規定による指

定認証機関の名称

等の変更の届出の

受理

12 同法第38条第３ ○

項の規定による公

示

13 同法第42条第２ ○

項の規定による指

定認証機関に対す

る意見

14 同法第43条第２ ○

項の規定による指

定認証機関に対す

る意見

15 同法第43条第３ ○

項の規定による事

業報告書等の受理

16 同法第46条第２ ○

項の規定による指

定認証機関に対す

る措置命令

17 同法第47条第２ ○

項の規定による指

定認証事務の実施

の状況に関する必

要な報告の要求及

び指定認証機関の

事務所に対する立

入検査等

18 同法第48条第３ ○

項の規定による認

証事務等の全部又

は一部の休止又は

廃止の許可につい

ての意見

19 同法第48条第４ ○

項の規定による総

務大臣からの通知
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の受理

20 同法第49条第３ ○

項の規定による総

務大臣からの指定

の取り消し等を命

じた旨の通知の受

理

21 同法第50条第１ ○

項の認証事務を行

わせないこととす

る旨の通知

22 同法第50条第２ ○

項の規定による総

務大臣への報告及

び公示

23 同法第51条第３ ○

項の規定による総

務大臣から通知を

受けた旨の公示

24 同法第56条第２ ○

項の規定による署

名検証者に対する

報告の要求

25 同法第57条第１ ○

項の規定による運

用規程の作成及び

公表

26 同法第57条第２ ○

項の規定による市

町村長からの意見

の徴収

二 住民基本１ 同法第30条の22 ○

台帳法に基 第２項の規定によ

づく知事の る指定情報処理機

権限に属す 関に対する指示

る事務

２ 同法第30条の23 ○

第２項の規定によ

る指定情報処理機

関への報告の要求

及び立入検査

略 略

福一 社会福祉 略 福一 社会福祉 略

祉 法（昭和26 祉 法（昭和26

保 年法律第45 保 年法律第45

健 号）に基づ 健 号）に基づ

課 く知事の権 課 く知事の権

限に属する 限に属する

事務（障が 事務（障害

い福祉課、 福祉課、長

長寿社会課 寿社会課及

及び子育て び子育て支

支援総室の 援総室の所

所掌事務に 掌事務に係

係るものを るものを除

除く。） く。）

略 略

四 生活保護１ 同法第23条第１ ○ 四 生活保護１ 同法第23条第１ ○

法（昭和25 項の規定による市 法（昭和25 項の規定による市

年法律第 町村長の行う事務 年法律第 町村長の行う事務

144号）に の監査の実施 144号）に の監査の実施

基づく知事 基づく知事

の権限に属 略 の権限に属 略

する事務 する事務

略 略

三十七 原子 略 三十七 原子 略

爆弾被爆者 爆弾被爆者

に対する援７ 同法第27条第２ ○ に対する援７ 同法第27条第２ ○

護に関する 項及び第３項の規 護に関する 項及び第３項の規

法律（平成 定による健康管理 法律（平成 定による健康管理

６年法律第 手当の支給要件に ６年法律第 手当の支給要件に
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117号）に 該当することの認 117号）に 該当することの認

基づく知事 定及び疾病が継続 基づく知事 定及び疾病が継続

の権限に属 すると認められる の権限に属 すると認められる

する事務 期間の決定 する事務 期間の決定

略 略

略 略

四十 その 略 四十 その 略

他の事務 他の事務

６ 略 ６ 略

７ 民生委員及び児 ○

童委員に対する知

事感謝状の授与

障一 障害者自 略 障一 障害者自 略

が 立支援法 害 立支援法

い （平成17年 福 （平成17年

福 法律第123 祉 法律第123

祉 号）に基づ 課 号）に基づ

課 く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務（子ど 事務（子ど

も発達支援 も発達支援

課の所掌事 室の所掌事

務に係るも 務に係るも

の を 除 の を 除

く。） く。）

二 障害者自 略 二 障害者自 略

立支援法施 立支援法施

行令（平成 行令（平成

18年政令第 18年政令第

10号）に基 10号）に基

づく知事の づく知事の

権限に属す 権限に属す

る事務（子 る事務（子

ども発達支 ども発達支

援課の所掌 援室の所掌

事務に係る 事務に係る

ものを除 ものを除

く。) く。)

略 略

十一 社会福 十一 社会福 略

祉法に基づ 祉法に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務（障が 事務（障害

い福祉課の 福祉課の所

所掌事務に 掌事務に係

係るものに るものに限

限る。） る。）

略 略

子一 障害者自 略 子一 障害者自 略

ど 立支援法に ど 立支援法に

も 基づく知事 も 基づく知事

発 の権限に属 発 の権限に属

達 する事務 達 する事務

支 （子ども発 支 （子ども発

援 達支援課の 援 達支援室の

課 所掌事務に 室 所掌事務に

係るものに 係るものに

限る。） 限る。）

二 障害者自 略 二 障害者自 略

立支援法施 立支援法施

行令に基づ 行令に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務（子ど 事務（子ど

も発達支援 も発達支援

課の所掌事 室の所掌事

務に係るも 務に係るも

の に 限 の に 限

る。） る。）

三 児童福祉 略 三 児童福祉 略

法（昭和22 法（昭和22

年法律第 年法律第
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164号）に 164号）に

基づく知事 基づく知事

の権限に属 の権限に属

する事務 する事務

（子ども発 （子ども発

達支援課の 達支援室の

所掌事務に 所掌事務に

係るものに 係るものに

限る。） 限る。）

四 児童福祉 略 四 児童福祉 略

法施行令 法施行令

（昭和23年 （昭和23年

政令第74 政令第74

号）に基づ 号）に基づ

く知事の権 く知事の権

限に属する 限に属する

事務（子ど 事務（子ど

も発達支援 も発達支援

課の所掌事 室の所掌事

務に係るも 務に係るも

の に 限 の に 限

る。） る。）

略 略

長一 老人福祉１ 略 長一 老人福祉１ 略

寿 法（昭和38 寿 法（昭和38

社 年法律第２ 同法第14条の規 ○ 総合事務所長 社 年法律第

会 133号）に 定による老人居宅 会 133号）に

課 基づく知事 生活支援事業の開 課 基づく知事

の権限に属 始の届出の受理 の権限に属

する事務 する事務

３ 同法第14条の２ ○ 総合事務所長

の規定による老人

居宅生活支援事業

の変更の届出の受

理

４ 同法第14条の３ ○ 総合事務所長

の規定による老人

居宅生活支援事業

の廃止又は休止の

届出の受理

５ 同法第15条第２ ○ 総合事務所長

項の規定による施

設の設置の届出の

受理

６ 略 ２ 略

７ 同法第15条の２ ○ 総合事務所長

第１項の規定によ

る施設の変更の届

出の受理

８ 同法第16条第１ ○ 総合事務所長

項の規定による施

設の廃止又は休止

の届出の受理

９ 略 ３ 略

10 略 ４ 略

11 略 ５ 略

12 略 ６ 略

13 同法第18条の２ ○ 総合事務所長 ７ 同法第18条の２ ○

第２項の規定によ 第２項の規定によ

る老人居宅生活支 る老人居宅生活支

援事業を行う者等 援事業を行う者等

に対する事業の制 に対する事業の制

限又は停止の命令 限又は停止の命令

14 同法第18条の２ ○ 総合事務所長

第３項の規定によ

る社会福祉審議会

の意見の聴取

15 略 ８ 略


